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本調査は、経済産業省 委託事業「令和３年度デジタル取引環境整備事業（デジタル

市場に係るルール整備の在り方に関する調査）」として、株式会社野村総合研究所が

実施した。

本調査内容は、国内・海外ニュース記事等に基づくものであって、

経済産業省及び株式会社野村総合研究所の見解を示すものではない。
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海外：デジタル市場関係当局・議会等動向

調査対象：

決算情報

競争政策

ICT政策

プライバシー・人権

その他

ビジネス動向（新事業）

カテゴリ テーマ

調査対象はプラットフォーマー・対象国・対象情報を軸に決定。

調査対象の内、デジタル市場関係当局・議会等動向に関わる記事を掲載した。

対象プラットフォーマー：

 主要調査対象：Google, Amazon, Facebook, Apple

 その他： Alibaba, Baidu, Tencent, Microsoft, Twitter

対象国：

 主要調査対象：米国、EU、英国、フランス、ドイツ、オーストリア

 その他：中国、ロシア、韓国、東南アジア等

調査対象期間：

 調査対象期間：2021年６月４日～30日

対象情報：

制度動向

ビジネス

動向
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海外：大手PF事業者動向

調査対象：

決算情報

競争政策

ICT政策

プライバシー・人権

その他

ビジネス動向（新事業）

カテゴリ テーマ

調査対象はプラットフォーマー・対象国・対象情報を軸に決定。

調査対象の内、大手PF事業者動向に関わる記事を掲載した。

対象プラットフォーマー：

 主要調査対象：Google, Amazon, Facebook, Apple

 その他： Alibaba, Baidu, Tencent, Microsoft, Twitter

対象国：

 主要調査対象：米国、EU、英国、フランス、ドイツ、オーストリア

 その他：中国、ロシア、韓国、東南アジア等

調査対象期間：

 調査対象期間：2021年６月４日～30日

対象情報：

制度動向

ビジネス

動向
























































































































































